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災害対策基本法施行令（抄） 
 

 

  第五章の二災害予防 

 （指定避難所の基準） 

第二十条の六 法第四十九条の七第一項の政令で定める基準は、次のとお

りとする。 

一 避難のための立退きを行つた居住者等又は被災者（次号及び次条にお

いて「被災者等」という。）を滞在させるために必要かつ適切な規模の

ものであること。 

二 速やかに、被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布

することが可能な構造又は設備を有するものであること。 

三 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあるものであるこ

と。 

四 車両その他の運搬手段による輸送が比較的容易な場所にあるもので

あること。 

五 主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下

この号において「要配慮者」という。）を滞在させることが想定される

ものにあつては、要配慮者の円滑な利用の確保、要配慮者が相談し、又

は助言その他の支援を受けることができる体制の整備その他の要配慮

者の良好な生活環境の確保に資する事項について内閣府令で定める基

準に適合するものであること。 

 

 （指定避難所の重要な変更） 

第二十条の七 法第四十九条の七第二項において準用する法第四十九条

の五の政令で定める重要な変更は、指定避難所の被災者等の滞在の用に

供すべき部分の総面積の十分の一以上の面積の増減を伴う変更とする。 
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